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令和５年４月２０日 

健康福祉局健康福祉企画課 

こども未来局こども・家庭支援課  
 

国の追加物価高騰対策への対応について 

 

１ 趣旨 

令和５年３月２２日に開催された「第８回物価・賃金・生活総合対策本部」におい

て、物価高騰に対する追加策が決定され、地域の実情に合わせた支援を迅速に実施す

るために予備費の支出が同月２８日に閣議決定されました。これを受けて、本市とし

ては以下の二つの事業を早急に実施します。 

 

２ 価格高騰重点支援給付金の支給（健康福祉局健康福祉企画課） 

⑴ 給付対象世帯 

次のいずれかに該当する世帯 

住民税非課税世帯 

（約１４万７，０００世帯） 

令和４年度住民税均等割非課税世帯又は令和５年度住

民税均等割非課税世帯 

家計急変世帯 

（約２，０００世帯） 

家計が急変するなど、収入が住民税均等割非課税世帯

と同様の事情にあると認められる世帯 

⑵ 給付額 

 １世帯当たり３万円 

⑶ 給付時期 

① 令和４年度住民税均等割非課税世帯のうち、これまでの給付金で口座情報が確 

認できている世帯等 

５月下旬から支給を開始（申請不要） 

② その他の世帯 

申請に基づき可能な限り早期に支給 

⑷ 事業費 

４９億９７９万円（国庫補助率１０/１０） 

給付費 ４４億７，０００万円 

事務費  ４億３，９７９万円 

⑸ 今後の予定 

   ４月下旬 支給通知の作成事務等に着手 

   ５月下旬 給付金の支給（上記⑶①に該当する世帯） 

   ６月以降 給付金の支給（上記⑶②に該当する世帯） 
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３ 低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金の支給 

（こども未来局こども・家庭支援課） 

⑴ 給付対象者 

次のいずれかに該当する者 

ひとり親世帯 

（児童約１万２，０００人） 

ア 令和５年３月分児童扶養手当受給者 

イ 公的年金給付等を受けていることにより児童扶養手

当を受給していない者 

ウ 家計が急変するなど、収入が児童扶養手当の受給者

と同様の事情にあると認められる者 

ひとり親世帯以外 

（児童約１万４，０００人） 

エ 令和４年度に低所得の子育て世帯に対する子育て世帯

生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外分）を受給した

者  

オ 家計が急変するなど、収入が住民税均等割非課税者と

同様の事情にあると認められる者  

⑵ 給付額 

児童１人当たり５万円 

⑶ 給付時期 

① 上記ア、エに該当する者 

５月末までに支給（申請不要） 

② 上記イ、ウ、オに該当する者 

申請に基づき可能な限り早期に支給 

⑷ 事業費 

   １４億６，２７０万円（国庫補助率１０／１０） 

給付金 １３億円 

    事務費  １億６，２７０万円 

⑸ 今後の予定 

   ４月下旬  支給通知の作成事務等に着手  

   ５月下旬  給付金の支給（上記ア及びエに該当する者） 

   ６月以降  給付金の支給（上記イ、ウ、オに該当する者） 

 


